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第 1 部 環境保全行政

第 亀 章 総 説

第 1 節 自 然保護 と 公害防止

2 0 世紀の後半に な っ て , 環境汚染 あ る い は環境破壊の問題 が と り あ げ ら れ ,

こ の よ う な環境 を いかに保全す る か と い う こ と が義。金 さ れて き た 。

こ の 方法 と し て , 一つ に 自 然の 保護, 一つ に は公害防止が考 え ら れ る 。

自 然保護は , 自 然の 力 に頼 っ て , つ ま り 自 然の浄化能力に よ っ て環境 を保全 し

よ う と す る も の で, こ の な か に は科学技術の進歩 と 並行 して 自 然 を どれ ぐ ら い残

す と か ま た 自 然 を ど の よ う に 人間環境に 配置 し て い く べ き か と い う よ う な 人間

の 力に よ る も の も 含 ま れ る がそ の 基本は 自 然の浄化能力に頼 っ て環境 を保全 し よ

う と す る も の で あ る o

公害防止は , 主 と して 人間の 力に よ っ て 科学技術 を進歩 さ せ な が ら 公害 を 出 さ

な い よ う な生産 プ ロ セ ス を た ど ろ う と す る こ と で , こ の過程にお い て汚染 , 汚濁

物質が出 さ れた場合に “ こ れ を規制 し よ う と す る も の で人間の力に よ っ て環境 を

保全 し よ う と す る も の であ る 。

公害 と い う 概念は , わ が国では いつ頃か ら使われ る よ う に な っ た の だ ろ う か 。

わ が国の法令 の う ち で ー 公害｣ と い う 言葉が最初 に用 い ら れた の は , お そ ら く

明治 2 9 年 の河 川法であ ろ う 。

旧河 川法の 4 条に は ｢ ( 前略 ) 流れ に よ っ て生ず る 公利 を増進 し , 公害 を除去 ,

も し く は軽減す る た め設け た も の で あ っ て , 地方行政庁が河 川の 付属物 と 認定 し

た も の は 。 ( 中略 ) すべて河川 に関す る 規定に 従 う ｣ と あ る 。

こ こ で い っ て い る r 公害 ｣ は ｢ 公利 ｣ の 反対概念で, 具体的に は , 流水に よ る

浸蝕 , 洪 水な ど に よ る 利水 , 航行の阻害 と い っ た こ と で今 日 の よ う な 水質汚濁は

あ ま り 考 え ら れて い な か っ たo

公害対策基本法では ｢ 公害 と は , 事業活動そ の 他人の 活動に伴 っ て 生ず る 相 当

範囲 に わた る 大気の汚染 , 水質 の汚濁 , 騒音, 振動 , 地盤の沈下 ( 鉱物の掘採の

た め の土地の掘 さ く に よ る も の を除 く 。 ) お よ び悪臭に よ っ て , 人の 健康 ま た は
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生 活環境に 係 る 被害 を生ず る こ と を い う 。 ｣ と し , こ の 生活環境には｢人の 生活に

密接 な 関係のあ る財産並びに 動植物お よ びそ の生育環境 を含む｣も の と さ れ て い る 。

し た が っ て , 社会的 に しば しば ｢ 公害｣ と 呼ばれ る 例 え ば 日 照 の阻害 , 電波障

害 , 放射能汚染 な ど は , 行政的に は公害の範ち ゅ う と し て い な い 。

第 2 節 環境保全行政 の あ ゆみ

1 法律によ る規制の経緯

公害の防止 を直接 目 的 と す る 規制法は , 昭和 3 3 乙年 に ｢ 公共用 水域 の 水質 の

保全に関す る 法律 - ( 水質保全法 ) ｢ 工場排水等の規制に 関す る 法律 ｣ ( 工場

排 水規制法 ) が制定 さ れ , そ の後公害現象が ま す ま す複雑 , 多様化 し , 深刻 な

社会問題 と な り , 昭和 3 7 年 に は 大気汚染防止の た め の ｢ ばい煙 の排出 の規制

等 に 関す る 法律 ｣ ( ばい煙規制法 ) が さ ら るこ 昭和 4 2 年 8 月 に は , 公害対策

基本法 が制定 さ れ , 公害行政 の理念 と 施策 の方向 が確立 さ れた 。

こ の よ う に 公害規制法が整備 さ れ る に し た が っ て , 昭和 4 3 年 6 月 に ｢ ばい

煙規制法 ｣ が全面改正 さ れて , ｢ 大気汚染防止法 ｣ と し て生 ま れ変わ り , ば い

煙 の排出 の規制 の 方式が改 め ら れ た 。 しか し , こ れ ま での 公害関係法律 は , 国

に よ っ て指定 さ れた地域 の み の規制 であ っ た た め , 本 県に適用 さ れ な か っ た 。

騒音防止対策 と し て , 昭和 4 3 年 6 月 に制定 さ れ た騒音規制法に よ っ て 公害関

係法律 の規制 を始め て う け る こ と と な り , 昭和 4 4 年 6 月 鳥取 市 , 米 子市が同

法 の 指定地域に指定 さ れ , 工場 , 事業場の騒音に 対 し 同年 8 月 1 日 か ら規制 さ

れ る こ と に な っ た 。

1 公害関係諸法の制定整備

昭和 4 5 年に は法律に 基づ く 規制措置が実施 さ れて い な い 地域や水域に お

け る 公害問題 が ひ ん発 し た ほ か 光化学 ス モ ノ ク 事件 , 自 動車排出 カ ス に よ

る 鉛汚染の 問題等 , 未規制物質に よ る 新た な 公害問題が発生す る な ど従来の

公害関係法体系の も と では対処 し得な い局面が出 現す る に至 っ た 。

こ こ に至 っ て 国 は , 公害関係法 を全面的に整備す る 方針 を固 め , 公害に取

り 組む積極的 な 姿勢 を打出 し た 。 す な わ ち昭和 4 5 年末の第 6 4 国会に お い

て 公害関係法 1 4 法律 が制定 ま た は改正 さ れ , さ ら に 昭和 4 6 年 5 月 の 第 6 5

国会に お い て , 3 法律 が成立 し た 。 ( 表 1 - 2 ー 1 )



　 　 　

表 篭 ー 2 ー 1 公害関係法律制定状況 ( 第 6 4 6 5 国会立法関係 )

｣■
■
#

法 律 名 公 布 日 施 行 日
制岐巨又は
改正の別

公 害 対 策 基 本 法
昭 年 月 日
4 5 . 1 2 . 2 5

昭 年 月 日
4 5 . 1 2 . 2 5

改 正

大 気 汚 染 防 止 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 改 正

水 質 汚 濁 防 止 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 制 定

海 洋 汚 染 防 止 法 4 5 1 2 2 5 4 6 . 6 2 4 制 定

騒 音 規 制 法 4 5 1 2 2 5 4 6 6 . 2 4 改 正

道 路 交 通 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 改 正

農用地の 土壌の 汚染防止等に 関す
る 法律

4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 5 制 定

農 薬 取 締 法 4 5 . 1 . 1 4 4 6 . 4 . 1 改 正

毒 物 及 び 劇 物 取 締 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 改 正

自 然 公 園 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 改 正

廃棄物 の処理及び清掃に 関す る 法
律

4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 9 . 2 4 制 定

下 水 道 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 6 . 2 4 改 正

公 害 防 止 事 業費 事業者負担 法 4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 5 . 1 0 制 定

人の健康に 係 る 公害犯罪の 処罰に
関す る法律

4 5 . 1 2 . 2 5 4 6 . 7 . 1 制 定

公害の防止 に 関す る 事業に 係 る 国
の 財政上の特別措置に 関す る 法律

4 6 。 5 2 6

4 6 . 5 . 2 6

( 一部
4 6 . 7 . 1 )

制 定

悪 臭 防 止 法 4 6 . 6 . 1 4 7 . 5 . 3 1 制 定

特定工場に お け る 公害防止組織の
整備に 関す る 法律

4 6 . 6 1 0

4 6 . 6 . 1 0

( 一部
4 7 . 9 . 1 0 )

制 定

環 境 庁 設 置 法 4 6 5 3 1 4 6 7 1 制 定



( そ の 他の主 な 公害関係法 )

法 律 名 公 布 日 施 行 日
纈蠣茸又は

改正の別

公 害 紛 争 処 理 法
昭 年 月 日
4 5 . 6 . 1

昭 年 月 日
4 5 . 1 1 . 1

制 定

公害に係 る健康被害の救済に 関す
る 特別措置法

4 4 . 1 2 . 1 5

4 4 . 1 2 . 1 5

( 一部

4 5 . 2 . 1 )

制 定

公 害 防 止 事 業 団 法 4 0 . 6 . 1 4 0 . 6 . 1 制 定

自 然 環 境 保 全 法 4 7 6 2 2 4 8 4 1 2 制 定

2 公害防止条例の変遷

公害の未然防止 を は かる う え か ら は , 公害規制法の みでは公害防止の徹底 を

期待 しがた い こ と か ら , 法規制 を補完 し , 本県の特殊性に 応 じ た き め細か い 公

害行政 を行 う た め , 昭和 4 4 年 1 2 月 鳥取県公害防止条例 を制定 し た 。 こ の 条

例の 施行に 関 して は , ばい煙の規制地域 を指定 しばい煙関係特定施設 を定 め て

昭和 4 5 年 7 月 1 日 か ら 実施 し た 。 つ い で 昭和 4 6 年 8 月 1 6 日 公害防止条例

を 改正 し , こ の 条例の 目 的 か ら 経済調和条項が削除 さ れた 。

新 鳥取県公害防止条例の 制定

第 6 4 , 第 6 5 国会で成立 した公害関係法の整備に 対応 して , 本県の 公害の

現状に即応 し た規制 を行 い , 県民 の健康で文化的な 生活 を 確保す る た め 公害防

止 条例 を全面改正 し , 新 し い 公害防止条例 を 昭和 4 6 年 1 0 月 1 2 日 公布 し ,

昭和 4 7年 3 月 3 0 日 同条例施行規則 を制定 し 同年 4 月 1 日 か ら 施行 し た 。



第 2 章 環境保全行政組織

第 1 節 環境保全行政機構

県の行政機構

本県の 自 然 , 生活環境の 現況に 対応 し , 環境基準の設定等の企画 , 調整事務

の要請に 応ず る こ と と も に 公害関係法今 の整備に 伴 い 飛躍的に増大す る 大気

汚染 , 水質汚濁等の環境監視 と 汚染物質の排出規制事務に 対処す る た め , 昭和

4 5 年 4 月 厚生部予防課の な かに 公害係 を 設置 し , 3 名 の職員 を充て発足 した

が , 同年 8 月 末で発展的に 同係 を廃止 し , 同年 9 月 鳥取県行政組織規則の 改正

が行 なわ れ環境保全課 を新設 し , 3 係職員 9 名 で発足 し た 。

そ の後職員 3 名 を増員 し て昭和 4 7 年 4 月 従来 の 3 係 を 4 係 と して職員 1 2

名 を配置 し た 。

ま た 自 然環境の 適正 な保全 を総合的に推進す る た め , 昭和 4 6 年 1 0 月 厚生

部の な かr 自 然保護課 を新設 し 3 係 を設置 し職員 8 名 を 配置 し て , 自 然環境の

保護対策に 万全 を期す る と と も に新 ら し く 環境保全課, 自 然保護課 を担当す る

次長制度が設け ら れた 。

一方衛生研究所のなかに昭和 4 5年 4 月 環境公害料 を設置 し , 職員 7 名 で発足

し た が そ の後 4 名増員 し , ま た 昭和 4 7 年度公害関係の 検査室 ( 8 5 7 錺2 )

を増築 し , 昭和 4 8 年度に は , 従来 の 1 料 を 水質調査科, 水質環境科, 大気騒

音料の 3 科に わ け て広範に わ た る 業務の分担 を専門化 し, 検査体制 の強化 を は

か る こ と と し て い る 。

ま た保健所に お い て は , 法令 の 改正に よ る 公害規制事務の増大に伴 う , 立入

検査, 監視業務の強化 , 水質試験 , 苦情処理等に つ い て の現地処理体制 の 強化

を図 る た め , 昭和 4 6 年 1 0 月 鳥取保健所, 倉吉保健所, 米 子保健所に 環境保

全係 を新設 し た 。 昭和 4 8 年度は , こ の 三保健所に 3 名 の 検査担当者 を増員 し ,

衛生研究所か ら遠隔 の 地に あ る 西部地区の検査体制 を強化す る ため 米子保健所

の 検査室 を増築す る こ と と して い る o
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表 1 ー2 ー2 環境担当行政機構と分掌事務 ( 昭和 4 8 3 3 1 現在 )
部局 名 課 名 係 名 分 掌 事 務 ▲

厚生部

環境担
当次長

環境担
当職員
2 2 人

環境保全課
( 1 2 人 )

課 長

課 長 嫉

目 し衰拝
( b ′ 、 〉

課 長

課 長 補 佐

企画調整係
( 2 人 )

大気保全係
( 2 人 )

水質保全係
( 3 人 )

環境整備係
( 2 人 )

企 画捌整 係
( と ノ、 ノ

予算経理 , 庶務 に 関す る こ と 。

公害対策基本法の 施行に 関す る こ と 。

公害防止対策の企画 お よ び掲整 に 関す る
こ と 。

公害対策本部に関す る こ と 。

公害対策審議会 , 水質審議 会に 関す る こ
と o

公害紛争処理法 の運用お よび苦情陳情の処
理に 関す る こ と 。

公害防止管理者法の 施行に 関す る こ と 。

公害防止思想の 普及 , 啓 も う に 関す る こ
と 。

大気汚染防止法の 施行に 関す る こ と 。

騒音防止法の施行に 関す る こ と 。

悪臭防止法の 施行に関す る こ と 。

公害防止条例 ( 大気 , 騒音 , 悪臭 , 振動)
の 施行に 関す る こ と o

水質汚濁防止法の 施行に 関す る こ と 。

土 じ ょ う 汚染防止法の 施行に 関す る こ と 。

公害防止条例 ( 水質 ) の 施行に 関す る こ
と o

地盤沈下に 関す る こ と 。

立地企業の事前調査 iし 関す る こ と 。

廃棄物の 処理お よび清掃に関す る 法律 の 施
行 に 関す る こ と 。

廃棄物処理施設 の整備 事業に 関す る ン

予算経理 , 府務 に 関す る こ と 。

自 然珠境保全法の 施行 に 関す う こ し ,

自 然環境保全審議 会に 関す る こ と 。

自 然公園 法の 施行 信な葱 可 ) を T 関す る こ
し )

自 然保護 テ ザ重 立案 な ら び t 拝葭 用 地の
取得 ‐ 関 す る こ と ‘



部局名 課 名 係 名 分- 掌 事 務

休養施設係
( 8 人 )

温 泉 係
( 1 人 )

自 然公園法の施行 ( 施設整備 ) に 関す る
こ と o

自 然公園 の保護および希明日。価面の策定に 関
す る こ と 。

公園団体の指導育成に 関す る こ と 。

温泉法の 施行に関す る こ と 。

温泉審議会に 関する こ と 。

2 市町村の公害行政機構

･ 表 1 ー2 - 3 ( 昭 4 8 3 . 3 1 現在 )

"▲
#

市町村名 公害行政担当部 , 踝係名
公 害 対 策
審 議 会 設 置

公 害 対 策
協 議 会 設 置

鳥 取 市
環境整備部 4 6 7 1
環 境 課 -公 害 係
環境検査室 4 7 4 1

環境保全審議会
4 7 1 0 1 3

米 子 市
総 務 部 4 6 7 1
環境保全課 -環境整備係

0 4 5 1 0 1

倉 吉 市
民 生 部 4 7 7 1
環境改善課
公 害 対 策 係

0 4 5 1 1 1

民 生 部 -環境保全課
境 港 市 4 7 1 2 7

公 害 交 通 係
0 4 7 1 0 5

国 府 町 I 企 画 広 報 課

岩 美 町T 健 康 管 理 課

福 部 村 ! 厚 生 課

郡 家 町 I 町 民 課

舟 岡 町 1 厚 生 課

阿 原 町 1 保 健 課 0 4 7 1 0 2

へ 東 町1 厚 生 課
若 桜 町 埋 生 課 0 4 6 3 2 4

用 瀬 町 I 民 生 課
づ

-

佐 冶 可 言 生 課
智 頭 町 I 保 健 課 0 4 5 7 2 7

気 高 町 総 務 課 0 4 7 1 1 0



市町村名 公害行政担当部 , 謀係名
公 害 対 策
審 議 会 設 置

公 害 対 策
協 議 会 設 置

鹿 野 町 総 務 課

青 谷 町 総 務 課 0 4 6 1 2 0

羽 合 町 総 務 課 0 4 6 1 0 2 3

泊 村 企 画 室 0 4 7 6 2 0

東 郷 町 企 画 課 0 4 6 1 2 2 2

三 朝 町 厚 生 課 0 4 6 4 1

関 金 町 町 民 課 0 4 7 1 1

北 条 町 企 画 室 〇 4 6 1 0 1

大 栄 町 保 健 課 0 4 6 1 0 1

東 伯 町 保 健 衛 生 課 0 4 5 9 1

赤 碕 町 財 政 企 画 課 0 4 6 6 1

西 伯 町 企 画 室

会 見 町 総 務 課

岸 本 町 保 健 課

日 吉津村 住 民 課 0 4 6 8 3 1

淀 江 町 企 画 室 ○ 4 7 7 1

大 山 町 総 務 課

名 和 町 保 健 課 0 4 7 6 1 6

中 山 町 町 民 課

日 野 町 町 民 課

日 南 町 保 健 課

江 府 町 保 健 課

溝 口 町 町 民 課

( 注 ) 各欄の数字は設置年 月 日 であ る 。

第 2 節 各種審議会等

1 公害対策審議会

(1 ) 昭和 4 2 年 8 月 公害対策基本法が制定 さ れ尹 の 仏 伴 い 同法第 2 9 条 の規定

に よ り , 鳥取県公害対策審議会浅畳条例 を 設定 , 昭和 4 4 年 4 月 1 日 設置 し

た が , 昭和 4 5 年 1 2 月 の 公害対策基 本 法 の 一部改正 , よ っ て 。 公害対策審

議会の 設置が義務づけ ら れ た た め , 昭和 4 6 年 3 月 鳥取県公害対策審議会条

例/ 改 め J



　 　 　

審議会の 委員は 2 0 人以内 で組織す る こ と に な っ て お り 各部門 に わ た っ

て の専門的学識 を 必要 と す る 分野が多い の で委員 は県議会議員 , 学識経験者 ,

関係行政機関の職員 , 県の 職員 の う ち か ら 知事か任命 し て い る 。

(2) 昭和 4 6 年度開催状況

期 日 審 議 事 項

8 月 9 日 総 会 ァ 水質の 汚濁に 係 る 環境基準に つ
い て

( 千代川 , 天神川 , 日 野川 , 東郷
池 , 湖山他 )

イ 鳥取県公害防止条例の 改正に つ
い て

8 月 2 0 日 公害防止条例改正部会 鳥取県公害防止条例案 に つ い て

8 月 2 7 日 総 会 鳥取県公害防止条例の 改正に つ い て

昭和 4 7 年
2 月 7 日

総 会 鳥取県公害防止条例に よ る 規則で定
め る 事項 に つ い て

2 月 1 4 日 大 気 , 騒 音規 制 部 会 大気 , 騒音に 関す る 規制対象 , 規制
基準等 ( 規則 で定 め る 事項) に つ い て

2 月 3 日 総 会 鳥取県公害防止条例に よ る 規則 で定
め る 事項 に つ いて

(3) 昭和 4 7 年度開催状況

期 日 審 議 事 項

1 2 月 2 日 総 会 ァ 悪臭防止法に 基づ く 規制地域並
ひ に規制基隼の 設定に つ い て

イ 産業廃棄物処理 。十画の 基本的な
考 え 方に つ い て

昭和 4 8 年

2 月 2 7 日

悪 臭 廃 棄 物 部 会 ァ 悪臭防止法に 基づ く 規制地域並
びに規制基準の 設定に つ い て

イ 産業廃棄物処理計画の 基本的 な
考 え 方に つ い て

2 水質審議会

(1 ) 昭和 4 5 年 1 2 月 制定 さ れ た 水質汚濁防止法第 2 9 条の規定に よ り 水質審

議会の 設置が義務づけ ら れ た た め , 昭和 4 6 年 1 0 月 鳥取県水質審議会条例

を 設定 し , 昭和 4 6 年 1 0 月 1 2 日 設置 し た 。
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(2 ) 昭和 4 6 年度開催状況

期 日 審 議 事 項

昭和 4 7 年
2 月 7 日

総 会 鳥取県公害防止条例に よ る規則 で定
め る 事項につ い て

2 月 1 4 日 水 質 規 制 部 会 水質 に関す る規制対象, 排水基準等
( 規則 で定め る 事項 ) に つ い て

2 月 2 1 日 水質規制部会小委員会 地下浸透方式 , ド ラ ム 缶再生業者の
排 水基凖

2 月 2 3 日 総 会 鳥取 県 公害防止条例に よ る 規則 で定
め る 事項 に つ い て

(3) 昭和 4 7 年度開催状況

期 日 審 議 事 項

6 月 2 0 日 総 会 ァ 中海 , 美保湾その 他沿岸海域 の
水質汚濁に 係 る 環境基隼 の 類型 あ
て は め , な ら ひ に達成の た め の 施
策 に つ い て

イ 東郷他 , 湖山池の 水質汚濁に 係
る 環境基準達成 の え め の 施策 “, つ
い て

8 月 9 日 中海 , 美保湾等環境基
準部会

中海の 水質汚濁 に 係 る 環境基準 の類
型 の あ て は め , な ら び に 達成の た め
の 施策に つ い て

9 月 1 9 日 中海 , 美保湾等環境基
隼部会

同 上

1 0 月 2 4 日 総 会 中海の 水質汚濁に 係 る環境基準の 類
型の あ て は め , な ら び に 達成の た め
の 施策に つ い て

1 9 月 1 日 東郷池 , 湖 山池 環境基
隼部会小委員 会

東郷池, 湖山池の 水質汚費防止施策

昭 和 4 8 年
2 月 1 6 日

中海, 美保湾等環境基
準部会

美保湾そ の他沿岸海域 の 水質汚濁に
係 る 環境基準 の類型の あ て は め , な
ら ひ こ 達成の た め 施策に つ い て

2 月 1 6 日 東郷池 , 湖 山池環境基
隼部会

東郷池, 朝山他 の 水質汚濁防止 施策

乙 月 ) 3 日 総 ム

麓露霧薙慶糞灘癩鬱終揆藤盤
5 月 ) 9 日 截 山 化 環境基 東郷池 , 朝山他の 水質汚濁防止 施策
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3 鳥取県自然環境保全審議会

自 然環境保全法は昭和 4 7 年 6 月 2 2 日 公布 さ れ , 4 8 年 4 月 施行 さ れ る 予

定であ る の で, 法律 の施行に つ い て の諸準備 をすすめ る た め , 昭和 4 7 年 1 0

月 2 8 日 鳥取県 自 然環境保全審議会条例 ( 鳥取県条例第 4 1 号 ) を 公布 し , 同

年 1 2 月 1 日 委員 を任命 した 。 現在本県に お け る 自 然環境保全の 基本的方策に

つ い て調査審議中で あ る 。

4 公害対策本部会議

( 1 ) 公害対策 を強力かつ 円滑に推進す る た め , 知事を 本部長 と し , 国の 関係行

政機関の職員 , 県の職員 , 関係市町村の職員に よ り 構成 さ れ る 鳥取県公害対

策 本部 を昭和 4 5 年 9 月 1 6 日 設置 し た 。 公害対策本部は , 公害に関する 情

報の収集 , 交換, 関係行政機関 の連絡劃整に あ た る こ と と して い る 。

(2 ) 昭和 4 6 年度開催状况

期 日 審 議 事 項

5 月 1 7 日 本 部 会 議 ァ 国 , 県, 市の 公害対策事業に つ
い て

ィ 公害対策本部岩美鉱山公害対策
分科会の報告

5 月 2 7 日 環 境 測 定 分 科 会 各科 測定 。十画 の 澗整に つ い て

昭和 4 7 年
2 月 1 5 日

環 境 測 定 分 科 会 昭和 4 7 年 度各種測定 。十画の 調整 に
つ い て

(3) 昭和 4 7 年 度開催状況

期 日 審 議 事 項

5 月 1 1 日 本 部 会 議 国 , 県 , 市の 公害対策 事業に つ い て
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第 3 章 公害 、 自 然保護関係予算

自 然 と 生活環境関係予算 と し て は , 公害発生源の調査, 監視 な ら び に規制 を き

び し く す る こ と は勿。金 , 大気汚染 , 水質汚濁, 騒音 . 悪臭等の 公害防止対策事業

を推進 して , ｢ よ り 豊か な ｣ ｢ よ り 住 み よ い ｣ 環境 を築 く た め , 3 億 2 千余万円

( 交付公債 を含む 。 ) の 積極的 な 予算 が 。十上 さ れ た 。

関係 予算 の概要は表 1 【 3 - 1 の と お り て あ る 。

ま た 公害関係測定機器の整備状況は 表 1 - 3 ー 2 の と お り で あ る 。

表 1 ー 3 ー 1 公害、 自然保護関係予算

事 項

昭和 4 7 年度 当初予算額 囚 昭

総 額
財 源 内 訳

総 額
国庫支出金 そ の 他 一般財源

環 境 保 全 対 策

1 厚 生 関 係

放 射 能 測定 調 査

衛 生 研究所増築
環境監視セ ノ タ ー )

食 品 衛 生 指 導

毒 劇 物 対 策

環 境 保全 行政 費

大気汚染防止対策
費

水質壱嶺防止対策
費

( 1 0 0 , 0 0 0 )
3 2 5 , 1 2 5

( 1 0 0 0 0 0 )
1 9 4 2 1 2

6 9 0

6 7 3 7 3

1 , 7 54

29 4

6 6 8

3 4 3 2

1 2 、 2 3 4

3 8 5 04

5 7 9 8

6 0 0

1 0 2 3

3 3 7 5

( 1 0 0 0 0 0 )
2 0 1 2 2 6

( 1 0 0 0 0 0 )
1 3 0 1 5 3

3 0 0 0 0

1 5 3

8 5 , 3 9 5

5 8 2 6 1

9 0

3 7 , 3 7 3

l , 7 54

1 4 1

2 , 6 6 8

2 4 0 9

8 8 5 9

1 3 3 8 1 0

2 7 94 1

58 8

2 0 1 6

2 8 9

2 5 6 3

2 9 4 4

8 9 27

昭和

‘‐‐‘･r.-‘‐‘-‘-‘‐‐‐･･,
.----‘

‘-‘--‘‐-‘‐‘-‘-‘‐‐‐･･･
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( 単位 : 千円 )

"
■
“

4 6 年度当初予算額 圏
伸び率

A /B
説 明財 源 内 沢

国庫支出金 そ の 他 一般財源

48 , 8 1 9

9 0 4 6

49 8

83 3

2 , 7 1 5

2 5 1 6 5

1 6 5

1 6 5

5 9 8 2 6

1 8 , 7 3 0

9 0

2 0 1 6

1 24

2 5 6 3

2 , 1 1 1

6 2 1 2

( 1 6 8 2 )
248 0

( 3 87 2 )
69 5 0

1 1 7 8

87 0

1 0 1 7

1 04 1

1 1 6 6

1 37 0

( ) 書は交付公債内書

( ) 書は交付公債内書

放射能測定の実施

環境公害の覊査, 検査等 の 中心的
機能 を も っ た施設の 設置
鉄筋 ソ ク ノ ー ト 3 階建廷 79 0 #
敷地購入面積 1 , o7 4 可

農産物の残留農薬の検査

農薬等毒劇物取扱の指導取締

公害対策本部, 公害対策審議会,
水質審議会, 公害紛争処理, 職員
彬等

定 点測定 , 特定工場等の監視, 測
定用機器 a 0 7 0

上乗せ排水基準調査, 水質測定計
画の 作成, 中海美保湾水質基準設
定調査 , 公共用 水域定 点測定な ら
びに 特定工場の監視, 監視測定用
機器 7, 6 0 0
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事 項

昭和 4 7 年度当初予算額 (刃 昭

総 額
財 源 内 訳

総 額
皸出金 そ の 他 一般財源

騒 音 防止 対 策 費

悪 臭 防止 対策 費

自 然 保護対 策 費

自 然保護基本調査
費

a 商 工 関 係

設備近代化融資制
度費 ( 公害防止分 )

工 業 試 験 場 費

3 農 林 関 係

畜産経営環境整備
資金

広域営農団地綜合
施設整備事業

農業構造改善事業
費

農薬安全使用促進
事業

農 薬 残 留 対策 費

274

4 98

( 1 0 0 , 0 0 0 )
1 0 1 0 0 0

4 0 0 0

7 3 , 2 0 0

7 0 , 0 0 0

3 , 2 0 0

44 9 7 8

1 7 5

1 8 4 5 0

4 6 6 2

1 , 9 4 5

1 2 2 0

8 0 0

1 6 0 0

1 , 6 0 0

2 8 84 2

1 5 2 2 5

3 , 8 8 5

( 1 0 0 0 0 0 )
1 0 0 0 0 0

7 0 0 0 0

7 0 , 0 0 0

8 2 2

274

4 9 3

2 0 0

4 0 0 0

1 , 6 0 0

1 , 6 0 0

1 5 3 1 4

1 7 5

3 2 り 5

1 9 4 5

1 2 2 0

3 6 8

2 4 6

1 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0

7 5 9 39

4 2 0 0 0

1 9 0 6

1 0 0 4

昭和
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4 6 年度 当初予算額 ⑱
伸び率

A/B
説 明財 源 内 訳

国庫支出金 そ の 他 一般財源

5 0 0 0

3 9 5 2 8

3 5 0 0 0

2 5 0 0 0

2 5 0 0 0

3 6 8

24 6

5 , 0 0 0

3 6 , 4 1 1

7 0 0 0

1 , 9 0 6

1 , 0 0 4

74 5

2 00 4

( 2 0 0 )
1 , 0 1 0 0

2 9 2. 8

29 2 8

5 9 2

1 1 1

1 0 2. 0

1 2 1 5

特定工場, 興業場の実態の は握,
規制地域 の指導

規制地域の指定 , 悪臭実態調査

大山隠岐国立公園 , 山陰海岸国立
公園の う ち 原始的景観を有す る 地
区の 買収

( ) 書は交付公債内書
ギ

自 然保護対象地域の学術調査 ( 植
生 , 地形 , 地質 , 水系 )

融資枠 1 40 , o o o 貸付限度 1 0 , 0 0 0
以 内 貸付期間 5 年以内 ( 1 年以
内 の据置 を含む ) 貸付利率年 6 5
% ( 保証付の場合年 6 2 %以 内 )

公害防止対策研究用 の機器整備
8 , 2 0 0

家畜排せつ物等に よ る 環境汚染の
防止 に必要な 施設の 設置等 を 助長
す る た め , こ れに必要な長期 , 低
利の 資金 を融通す る 融資機関に 対
する 利子補給

広域営農団地育成対策要綱に 基づ
く 綜合施設 ( 家畜汚水処理施設 )
に 対す る 助成

第 2 次農業構造改善事業で実 施す
る 家畜ふ ん尿処理施設 を 設置す る
た め の 助成

たば こ 病害虫防除用 ク ロ ール ピ ク
ノ ン被覆用 ホ ノ エ チ レ ン購入費の
助成

農畜産物の 農薬検査
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事 項

昭和 4 7 年度当初予算額 @

総 額
財 源 内 訳

総 額
国庫支出金 そ の 他 一般財源

農薬安全管理対策
費

農 薬 残 留 調 査費

水質汚濁対策基準
調査

農薬安全使用 に 関
す る試験

畜産団地造成事業

食肉残渣処理施設
設置事業

家畜汚水処理施設
整備事業費

水質汚費監視事業

漁場保全対策事業

4 土 木 関 係

流域別下水道整備
総合討面凋査費

砂利採取 法施行費

河 川 維 持修 繕 費

5 警 察 関 係

防 犯 活 動運 営 費

3 , 6 8 2

8 9

1 , 0 34

3 88

4 , 3 0 0

3 , 4 8 8

20 0

5 , 4 0 0

1 2 , 2 07

6 , 0 0 0

1 , 7 0 7

4 5 0 0

5 2 8

5 28

3 , 6 2 6

8 9

1 , 0 8 4

2 , 2 8 3

2 , 7 0 0

2 0 0 0

2 , 0 0 0

2 6 4

2 64

8 2 2

2 5 1

2 5 1

5 6

3 88

4 , 3 0 0

1 1 5 0

20 0

1 , 8 7 8

9 9 5 6

4 , 0 0 O

1 . 4 5 6

4 5 0 0

2 64

2 64

3 88

30 44 1

2 0 0

4 4 4 1

1 1 6 1

1 5 8 0

1 , 7 0 0

4 89

4 89
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4 6 年度当初予算額 僞
伸び率

A /B
説 明財 源 内 訳

国庫支出金 そ の 他 一般財源

4 , 5 28

24 5

24 5

･

3 8 8

2 5 9 1 3

2 0 0

4 , 4 4 1

L 1 6 1

1 58 0

1 , 7 0 0

244

24 4

1 0 0 0

1 0 0 0

274 9

5 1 6 8

1 08 0

2 64 . 7

1 08 0

1 08 0

農薬散布作業の安全管理等のための
助成

本県特産そ菜 ( 白 ね ぎ ) の残留農
薬分析試験

鉱山排水に よ る 土壌中の 金属に よ
る 水稲被害等の調査

農作物に 対す る 農薬残留 を許容量
以下 , ま た は皆無 と す る た め の残
留防止試験

食肉処理加工の 過程で生ず る 羽毛
骨等の廃棄物の 加 工処理施設に 対
す る 助成

家畜ふ ん尿処理施設に 対す る 助成

漁場環境の悪化 を 防止す る た め ,
水質汚濁状況調査

沿岸海域 の環境保全の た め , 廃棄
物 の掃海

天神川流戦下水道整備調査

砂利採取に伴 う 水質汚濁監視

都市河川 にお け る 泥土等の除却

公害防止取締活動費
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表 t ー 3ー2 公害関係測定機器の整備状況

用途 機 器 名 現有個数
整 備 状 況

4 5 年度 4 6 年度 4 7 年度

個数 価 格 個数 価 格 個数 価 格

汎用

原子吸光光度。十
( 日 立 2 0 7 )

恒温乾燥器
( タハイPー 2 2F )

オ ー ト ス チ ール

( ヤマ トWAG 一2 4 )
低温灰化装置

( 米国I PC - 1 3 0 0 )
ガ ス ク ロ マ ト グ フ フ

( 日 本電子J GC ~ 1 1 0 OE )
E C D 検出器 ( 日 本電子 )
原子吸光光度。十
ハ ノ テ ィ ア ス ピ レ ー タ ー

( ヤマ トWP ‐8 3 )
目 。已分光光度。十

( 日 立 3 2 3 )
け い光X 線分析装置 1L111丸亀九141上1九111具輩L 1上牟九1上1114

｢ 千円
1 ,6 5 0

2 5 0

2 1 9

2 ,4 8 0

4 5

11 4 7 0

1五丁上1上1上
2 5 0 0

2 ,5 0 0

3 ,7 0 0

1 5 ,0 0 0

大気

浮遊扮 し ん 自動測定器
( ツハタP一 3 5 )

熱電温度 。十 ( 1 4 5 )

ガ ス メ ー タ ー ( 品川 )

厘道カ ス 測定装置
( 橋をまS - 2 )

自 動 カ ス 採取装置
( A G 一 3 )

ハイボ ノ クム ･ エアサンブフー

( 紀本HV｢富M )
s02 自 動測定器

( 電気化学GR 一 3C )
CO 自 動測定器

( 日 立AP 手V4A一 1 0 )
ピ ト ー管

傾斜 マ ノ メ ー タ ー

煙道カ ス測定装置
( 石橋科学 )

窒素酸化物側定装置

目 。己風向風速 。十

赤 外分光光度 。十
( 日 立 - 2 1 5 )

オ キ ン ダ ソ ト 測定装置 1A1･上1L1▲T1T一且1L1墨1驫1上すL1L11111且
1▲1上1▲1▲1▲1▲

1 9 5

3 2

6 7

2 2 4

2 5 0

1 5 0

1九11鷲上1▲
1 , 6 7 0

2 b o o

4 0

2 9

1ムー且せ･ユー上11
5 6 0

1 .8 1 0

7 0 0

2 0 0 0

1 ,7 2 0

"
覇

が
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用途 機 器 名 現有個数
整 備 状 况

4 5 年度 4 6 年度 4 7 年度

個数 価 格 個数 価 格 個数 価 格

水質
炭化 水素測定装置

重油 い お う 測定装置
( 日 本無線 )

採泥器 ( 丸川式 )

" ( ナ ウ マ ン )

距離。十 ( 測機含SD ~ 3 0 )

P H メ ー タ ー

( ホ ノ バ D ー 5 )
流速。十

( 東邦電操CM ･ I S )
六分儀

サ ー ス タ 温度 。十
( E T 一 3 )

電導度 。十
( 東亜電波CM一 3H )

ロ ータ ノ ーエハボ レータ ー

( ヤ マ ト RE一4 1 )
湯煎器 ( カ ス 用 1 2 穴 )

E H メ ー タ ー ( Ruw一 1 )

熔存酸素分析 。十

( 東芝ベ ノ ク マ ソ )

ワ ール フ ル グ検圧 。十
( タ カ オ R一 1 5 )

B O D 自 動測定器
( 給水化学 4 0 -KT )

採水器 ( 北原式 )

ワ イ ヤ ー間繩

水銀濃度 。十 1驫1且111･上1具1且1上1具11141墨1L111L1上t11L111上 1A1具14111上14111L
4 3

1 9

5 8

5 9

6 0

4 0

3 8

2 4 0 111･具1L1上1上111上
3 4

1 1 2

4 0

3 8

4 3 0

4 6

4 4 1上11111▲
1 5 0 0

1 ,7 0 0

2 9 5

4 5 0

振動騒音･臭気
振動 。十

( J オ ン VM 一 1 2 )

オ ク タ ー フ 分析器

( ノ オ ン S A 一 5 5 )

指示騒音 。十

( ノ オ ン N A 一 7 A )

高 速度 レ ヘ ル コ ー ダー

( ノ オ ソ L R 一D I D )

臭気濃縮装置 ( 日 本オゾ ン )

ガ ス ク ロ マ ト ク フ フ

( 島津GC-4BMP-
F ･ E ･ FPD )

1･具1L1L1一ユー上1A
1

1

1

l

1 6 5

9 8

7 8

2 9 8

2 9 0

1 3 6 5 0


